
損益外減価償却累計額 �26¶470¶522 � 3¶924¶323 � 484¶793 �29¶910¶051 注６

損益外減損損失累計額 � 126¶368 � 500¶557 � 551¶664 � 75¶260 注７

差 引 計 12¶049¶885 � 3¶291¶619 880 8¶757¶385

F̂ 積立金等の明細及び目的積立金の取崩しの明細
F̂`１ 積立金の明細 （単位：千円）

区 分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘要

準用通則法第44条第１項積立金 13¶287 ` ` 13¶287

準用通則法第44条第３項積立金 371¶882 20¶636 218¶800 173¶718 注

前中期目標期間繰越積立金 292¶698 ` ` 292¶698

計 677¶868 20¶636 218¶800 479¶704

注 当期増加額は、平成23事業年度における剰余金の使途の承認によるものです。
当期減少額は、資産を取得したことによる積立金取崩による減少によるものです。

F̂`２ 目的積立金の取崩しの明細 （単位：千円）

積立金の名称及び事業名

教育・研究用施設・設備の充実積立金

キャンパス・イノベーショ
ンセンター東京購入事業 ` ` 計

建物 218¶800 ` ` 218¶800

小 計 218¶800 ` ` 218¶800

合 計 218¶800 ` ` 218¶800

Ĝ 業務費及び一般管理費の明細 （単位：千円）

教育経費

消耗品費 390¶555

備品費 126¶631

印刷製本費 68¶360

水道光熱費 421¶636

研究経費

消耗品費 1¶403¶329

備品費 663¶708

印刷製本費 45¶756

水道光熱費 627¶162

旅費交通費 741¶435

通信運搬費 433¶485

賃借料 34¶208

車両燃料費 549

保守費 152¶410

修繕費 268¶992

損害保険料 2¶175

広告宣伝費 16¶482

諸会費 107¶906

会議費 25¶331

報酬・委託・手数料 621¶632

租税公課 666

減価償却費 2¶555¶022

雑費 6¶421

他勘定受入 192¶182

他勘定払出 � 66¶933 7¶831¶927

旅費交通費 295¶044

通信運搬費 41¶674

賃借料 154¶630

車両燃料費 32

保守費 113¶581

修繕費 94¶525

損害保険料 662

広告宣伝費 13¶593

行事費 10¶200

諸会費 11¶286

会議費 9¶588

報酬・委託・手数料 655¶110

奨学費 619¶473

租税公課 81

減価償却費 487¶352

貸倒損失 1¶842

徴収不能引当金繰入額 862

雑費 8¶652

他勘定受入 38¶196 3¶563¶575
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注１．資本剰余金の当期増加額は、施設整備費補助金による固定資産の取得相当額です。
（ ）は、国立大学財務・経営センターからの受入相応額を内数として記載したものです。

注２．資本剰余金の当期増加額は、電話加入権および美術品の取得によるものです。
注３．資本剰余金の当期増加額は、美術品の寄贈を受けたことによるものです。
注４．資本剰余金の当期増加額は、建物の取得によるものです。
注５．資本剰余金の当期減少額は、特定償却資産の除却によるものです。
注６．損益外減価償却累計額の当期増加額は、特定償却資産の償却によるものです。

当期減少額は、特定償却資産の除却によるものです。
注７．損益外減損損失累計額の当期増加額は、特定償却資産の減損によるものです。

当期減少額は、減損対象資産の除却によるものです。
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